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令和７年度第３回横浜市学校規模適正化等検討委員会 会議録 

日 時 令和８年３月 17 日（火）10 時 30 分～12 時 00 分 

開 催 場 所 横浜市役所 18 階 会議室（なみき６～８） 

出 席 者 

（ ９ 名 ） 

北神委員長、倉斗副委員長、松原委員、江上委員、福永委員、細田委員、松本委員、

髙杉委員、木村委員 

欠 席 者 

（ １ 名 ） 

角井委員 

開 催 形 態 公開（傍聴者０人） 

議 事 

１ 委員長・副委員長の選出について 
２ 部会からの報告 １件 
３ 横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針について 

決 定 事 項  
議 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 委員長・副委員長の選出について 

 

（事務局） 

改選後初めての検討委員会となりますので、委員長、副委員長の選出をお願いした

いと思います。横浜市学校規模適正化等検討委員会条例の第６条第２項により、委員

長及び副委員長は委員の互選によって定めることとなっています。どなたかご推薦が

ありましたらお願いいたします。 

 

（木村委員） 

 事務局の方で提案があればお願いいたします。 

 

（事務局） 

 僭越ではございますが、事務局といたしましては、昨年度も豊富な知識と経験でリ

ードしていただきました北神委員に引き続き、委員長をお願いしたいと思います。副

委員長には、教育施設等にも非常に詳しく様々な情報を提供いただき、議論もリード

いただきました倉斗委員に副委員長をお願いしたいと思いますが、皆様いかがでしょ

うか。 

 

（異議なし） 

 

（事務局） 

 それでは北神委員を委員長、倉斗委員を副委員長として決定いたします。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 

２ 部会からの報告 

「青木小学校」学校規模適正化等検討部会における検討状況について 

 

（事務局から資料について説明） 

 

（北神委員長） 

それでは、事務局からご説明いただいた内容について、まずご質問やご意見等を各
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委員の方からいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 

（細田委員） 

かつて 10 年から 20 年ほど前に市全体として学校統合を積極的に行っていました。

その弊害が今でも地域で出てきています。その辺りのところを、青木小学校に限らず、

過去に遡って検討していかないと、非常に不都合な話になります。 

仮に話しますと、一つの小学校の学区が、二つの中学校の学区に分けられていて、

同じ地域に住んでいながら、その中のこのエリアはＡ中学校、このエリアはＢ中学校

と分けられてしまう。それを同じ学校に通おうとすると、学校からだめだと言われて

しまう。 

今回の件は同じ状況になっているので、この辺りのところを横浜市としてどう整理

していくのでしょうか。 

また、小学校も中学校も少子化になってきています。そうすると、中学校の部活動

がこちらの中学校だったらできるけれど、あちらの中学校だったらできないという状

況が発生します。じゃあ、部活動のためにあっちの中学校に行きたいと思ってもそれ

ができない。その辺りのところをもう一度検討しないと、同じことを繰り返してしま

う。 

地域の中でもその辺りのことに困っているので、よく検討してほしいなと思いま

す。 

 

（事務局） 

ありがとうございます。二つ、ご意見・ご質問をいただいたかと思います。 

まず一点目の小学校と中学校で学区がわかれてしまうということについてです。 

先ほど申し上げましたが、このまま小学校の学区を見直すと、例えば三ツ沢小学校

に行った児童が、松本中学校と栗田谷中学校に分かれる形になるので、それは望まし

くないだろうということで、中学校の学区も見直そうと考えています。 

細田委員がおっしゃったのは、過去、学校統合に伴って小学校を卒業後、進学先が

分かれてしまう例が市内に残っているということかと思います。 

横浜市では基本的に同じ小学校に通った子どもたちは同じ中学校に通えた方がい

いという考え方を持っているのですが、確かに進学に伴って分かれてしまうところも

あります。 

我々も見直せるときに見直したいと考えており、全ては確認できていないですが、

そういう地域は学校統合に伴ったところもありますし、実はもともとそのような設定

になっているところもあります。 

地域としてそのような学区は課題が大きいということであれば、本当に学区を変更

できるかどうかは別にして、もう一度検討することも可能ですので、個別にお話をお

伺いできればと思います。 

二点目の部活動についてです。 

この後の議題でもお話しさせていただきますけれども、これから中学校でも小規模

校が増えてくる中で、実際に学校にヒアリングに行くと、野球やサッカーのような人

数が多い部活動の部員がなかなか集まらないことや、教員の配置の関係で、なかなか

希望する部活動を全部はできないという実情も耳にします。 

そういった部活動のことも学校規模の適正化の課題の一つだと考えています。それ
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をすべて学校規模の適正化、もしくは統合で解消できるわけではないですが、中学校

生活における部活動は大切なものだと思っていますので、いただいたご意見を踏まえ

てしっかり検討していきます。 

 

（細田委員） 

期待しています。 

 

（北神委員長） 

他の委員の方はいかがでしょうか。 

 

（松原委員） 

小学校と中学校の学区を繋げることは、教育活動を進めていくうえで義務教育９年

間の一貫性を高めることができると思います。 

現在すでに設定されている学区を変えていくのは難しいですけれども、今回議論さ

れているような学校規模の適正化等の動きの中で、中長期的に小学校と中学校の学区

が重なるように時間をかけて調整が進められていくべきだと思います。 

それから部活動について、国の大きな動きがあって地域移行が進んでいきますの

で、従来のように学校の仕事ということではなく、学校から切り離して、地域、町全

体で、あるいは企業と連携して、新しい形の部活動を模索していかないといけない状

況になります。 

そういう動きの中で、逆に学区とか地域を超えたボーダーレス化が進んでいくので

はないかと思いますので、そういうことにも注視していく必要があるのかなと思いま

す。 

 

（北神委員長） 

ありがとうございます。 

中学校の部活動の地域移行は横浜市としてはどういう方針でやっていくのかとい

うのは、担当部署が違うかとは思いますが、何か情報がいただけるとありがたいです。 

 

（事務局） 

当然、国の動きもありますし、我々も地域移行というのを進めていく形になります。 

部活動支援も含めて様々な支援を行ってまいりますので、所管という意味では我々

ではないですが、市全体としては当然、国の動向を含めてやっていく形かと思います。 

 

（北神委員長） 

ありがとうございました。 

今、中央教育審議会で教育課程の検討をしています。その中で部活動は教育活動の

一環として残すというか明記する形で、教育課程外の活動ですが重要な活動だという

位置づけは変更しないというような方針を聞いています。 

どんな形で中学校の部活動の機会を保障していくのか、それが学校規模適正化との

関係のなかで関連事項という形でご説明のあった指定地区外就学制度の部分でも要

件の一つとして部活動が入っていたので、その辺りも含めてまた検討させていただく

のかと思います。 
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他の委員の方はいかがでしょうか。 

次回、こちらの方にも意見書と要望書という形でまとまったものが上がってくるス

ケジュール感だと思いますので、その間また何かありましたら事務局の方にご意見を

おっしゃっていただきたいと思います。 

それでは以上で、最初の議題であります部会からの報告については終了させていた

だきます。 

次の横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針について、

まず事務局よりご説明をいただければと思います。 

 

３ 「横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針」について 

 

（事務局から資料について説明） 

 

（北神委員長） 

それでは、ただいま事務局からご説明いただいた内容について、ご質問やご意見を

いただければと思います。 

 

（倉斗副委員長） 

用語のことで確認をさせていただきます。 

我々も建築の世界でこういった適正規模とかを言い表すときに、文部科学省では

「標準規模（適正規模）」というような言い方をしていると思います。 

それで、標準規模と言うと 12 クラスから 24 クラスなどの物理的な規模感の話だな

というニュアンスになりますが、適正規模と言うのであれば、横浜市が何に対して適

正というものを考えていくのかという視点がたくさんあると思います。 

敷地の広さに対する校舎の規模感だったり、行事を運営するときの規模感だった

り、教員配置であったり、児童生徒の活動経験をどれだけ保障できるのかっていうこ

とであったり、いろんな指標がある中で、どのような優先順位なのかが議論されるべ

きだと思いますが、どのように考えていますでしょうか。 

 

（事務局） 

どのような優先順位かというのは、学校の授業の話もありますし、施設面などのハ

ードのところもあるかと思っております。 

11 ページをご覧いただくと、優先順位自体は特に書いていないですが教育環境と

教育効果の相関関係等々ということで、我々が適正な学校規模という言い方をする際

に総合的に判断していることを一通り記載しております。 

ただ、倉斗委員からご意見をいただいたように、将来的に基本方針を本格的に見直

していく中で、この観点についても考えた方がいいのではないかというようなことが

あれば、ぜひご意見いただいて議論させていただきたいなと思っています。 

現時点ではこのような形で整理をしているところです。 

 

（倉斗副委員長） 

そういう意味で、適正規模という言葉を使っていくのか、標準規模という言葉を使

っていくのかも、考えた方がいいのかなという印象を受けました。 
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（事務局） 

ありがとうございます。 

この基本方針の初代を作ったのは平成 15 年で、それからかなりの年月が経ちまし

たが、その当時から適正規模という言い方をしてきました。 

簡単にご紹介しますが文部科学省でも平成 27 年に作った「公立小学校・中学校の

適正規模・適正配置等に関する手引」を見直すという動きもある中で、「標準」とか

「適正」という考え方についても国の動きも見据えながら整理させていただきたいと

思います。 

 

（北神委員長） 

ありがとうございます。 

言葉の使い方はなかなか難しい部分があって、国でも委員会を立ち上げて「適正規

模」「適正配置」という言葉を使って手引の改正に向けて動いているので、その動き

も含めながら横浜市としての位置づけを整理させていただければと思います。 

他の方いかがでしょうか。 

 

（江上委員） 

私自身が小学生と中学生の子を持つ保護者であることと、発達心理学と教育心理学

の見地から、16 ページの指定地区外就学制度と通学区域特認校について質問とコメ

ントを失礼いたします。 

まず指定地区外就学制度についてです。 

こちらは私の周囲の保護者の方やお子さんが結構利用されていて、たとえば隣の小

学校の学区に引っ越した時に、引き続き今の学校に通えてありがたいという声を聞き

ます。子どもの心理面もそれで安定しますし、そういった面ではこちらの制度は周知

を行うとともに、見直しとありますが続けていかれた方がよろしいのではないかと思

います。 

ただし、通学区域特認校については、申請者の状況や、教育現場のマンパワーがい

ろんな面で低下しつつあるという現状を懸念しています。 

教員志望の学生も減っているという現状から、こういった制度を大々的に宣伝して

しまうと教育現場の厳しさがあります。また、東京の方では口コミでこの小学校がい

い、この先生がいいということが広がって引っ越される保護者さんがいるということ

をデータで知っております。 

そういった点で、この指定地区外就学制度と通学区域特認校制度についてはかなり

違うものなのではないかということを実感として持っております。通学区域特認校制

度については、もし可能であれば今後は見直しが必要なのではないかと感じておりま

す。 

 

（事務局） 

まず指定地区外就学制度についてお答えします。 

先ほど青木小学校については教室数や人数を踏まえると、学区外で受け入れてしま

うと人数が積み増しになってしまうので、要件を厳格に運用する必要があるというこ

とについてご説明させていただきました。 
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ですが指定地区外就学制度そのものをなくすとかそういうところまでは考えてお

らず、一般的に市民の皆さんからお問い合わせをいただいたときには所管する部署に

繋いでおります。 

一方で指定地区外就学制度が常態化している地域もありますので、そういった地域

についてはそのまま指定地区外就学制度で運用した方がいいのか、そもそも通学区域

自体を見直した方がいいのか、整理が必要だと思っております。 

この制度自体は就学通知を発送する際に同封しているのですが、保護者の方の制度

の捉え方も様々なので、正確な運用が必要だと考えているところだとは思います。 

次に通学区域特認校制度についてですが、これは今、西金沢学園という義務教育学

校１校だけが行っている状況でございます。 

西金沢学園は国際教育や英語教育について特色がある学校で、その教育方針に賛同

する方は学区外でも受け入れますよということで特認校制度を行っています。 

過去、最盛期には５、６校ぐらいで特認校制度を行っていましたが、制度の趣旨と

違うような形でご利用される方もいらっしゃいました。 

希望する人数も少なく、本来であれば、例えば学年で１学級増えて単級の学年が複

数の学級になるのが理想ですが、そういう効果も現実的には得られませんでした。 

そういった事情で徐々に特認校制度を行う学校が減り、今では１校のみが運用して

いるという実情でございます。 

西金沢学園１校だけで制度を続けていくのがいいのか否かについては、制度の所管

部署とも今後議論が必要だと思います。 

そして制度の存続についての議論が通学区域制度の基本方針の議論としてふさわ

しいのかどうかについては、今後みなさんと意見交換させていただきたいというとこ

ろで、今回俎上に上げさせていただいたところでございます。 

 

（江上委員） 

いろいろ教えていただいてありがとうございます。 

 

（北神委員長） 

他の委員、いかがでしょうか。 

 

（松本委員） 

先ほど、通学区域制度のところで弾力化について検討していくべきではないかとい

う話があったかと思います。 

それはその通りだろうと思いますし、もっというと、通学方法の弾力化も検討いた

だいた方がいいのかなと思います。 

これから小規模校がどんどん増えていき、統廃合が必要となると、通学距離の２キ

ロ、３キロという基準がどれだけ反映できるか、また、バスを走らせるのは厳しいと

いう話もありました。 

そうすると自転車や保護者の送迎を認める必要も出てくるのではないかなと思い

ますので、その辺りについても研究が必要なのかなと思います。 

さらに、これから小規模校がどんどん増えてどんどん統廃合をしましたとなると、

そこはかなり労力もかかり大変です。かなりの数が小規模校となると小規模校、中規

模校、大規模校というような区分は意味がなくなっていくのではないかとも思いま



 

7 
 

す。そうすると、小規模校のままではだめなのか、一部残る大規模校が特別なのであ

って、横浜市としての適正規模や小規模校についての考え方の根本思想を見直す必要

があると思っています。 

 

（事務局） 

ありがとうございます。 

まずは遠距離通学となったときに、例えば自転車通学とか、例えば保護者の送迎と

かを一案として考えた方がいいのではないかというご意見かと思います。 

実は今、横浜市では基本的には自転車通学は行っていないですが、１校だけ行って

いる中学校があります。 

瀬谷区の瀬谷中学校は、学校自体は瀬谷駅のすぐ近くですが、学区は町田市や大和

市に近いところまで含まれていて、最大で約４キロの通学距離があります。 

そのため瀬谷中学校では、通学距離が３キロを超えていて、安全に通学できると校

長に認められた生徒に限り、中学校までの道のりの途中の駐輪場まで自転車で来て、

そこから最後に徒歩で通学するという方法を取っています。 

幸い今のところ大きな事故はありませんが、時々軽微な事故・トラブルが発生して

いるそうで、校長先生に過去ヒアリングを行った際は、やはり怖いものがあるという

のが正直なところだとお伺いしました。 

基本的に歩道がある道路が多いのですが、それでも歩行者との軽い接触やちょっと

した転倒の事例もあるということで、校舎の老朽化と自転車通学の安全面での課題を

踏まえて、学区の真ん中に移転建替えを行います。 

自転車通学は現時点では望ましくないということが移転の一つの理由ではありま

すが、委員がおっしゃるように、これからさらに統合を行い学区が拡大していく中で、

本当に自転車通学は望ましくないのか、バスや保護者の送迎はどうなのかとうことは

引き続きご議論いただければと考えております。 

もう一点、規模についてのご意見をいただいたかと思いますが、これは我々として

も悩ましいところだと考えております。 

子どもたちの教育環境としてある程度の人数と学級数の中で学校生活を送っても

らうのが一番いいかというところで、適正規模を目指してよりよい学校環境を提供し

たいというのが基本的な考え方でありますし、文部科学省もそういう学校規模の適正

化が必要だという考え方は変わらないとされています。 

これから横浜市も少子化がどんどん進み小規模校が倍ぐらいに増えた時に、ではど

うするかということについては、それも今後考えなければならない課題だと思ってい

ます。 

今回は回答になっていないかもしれませんが、今後も率直な御意見をいただければ

と思います。 

 

（北神委員長） 

他、いかがでしょうか。 

 

（木村委員） 

今のお話に関連することですが、全学年が単級になる学校については学校規模の適

正化が急務な学校として見ていく必要があるかもしれないと説明がありました。 
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それについて、ぜひ、全学年と言わず、一つの学年でも単級になるような学校につ

いては、学校の責任者、管理者である校長の意見も聞いて、例えば、これは学校計画

課の所管ではないですが、人員を加配することで二つのクラスに分けることができる

ようにするなど柔軟な対応ができるような方策を考えていただけたらと思います。 

中学校では二つに分けると教科の授業時数も増えてきますから小学校のように単

純に一人教員を増やせばいいという話ではなくなってしまいますが、ただ、そういう

手法や、あるいは近隣の学校との統廃合を脈々と訴えてきている校長もいるのではな

いかと思います。 

しっかり線引きをして、そこに達しないから対策ができませんということではな

く、柔軟に対応していただけるとありがたいです。 

というのも、私は各学年２クラス、全学年で６クラスという中学校を経験したこと

がありますが、それは子どもたちにとって精神的な負担がとても大きいです。 

人間関係が一度壊れてしまうと学校に行けなくなり、不登校につながってしまいま

す。そのような状況にならないよう、周りの仲間たちがこぼれないようにということ

をものすごく気を使っているし、職員もそうならないようにものすごく気を使って指

導している実態があります。 

私が経験した学校は一つの小学校から一つの中学校に進学するため、子どもたち全

員が９年間ずっと付き合っていくことになります。そこで３年生の担任を２回経験し

ましたが、２クラスだと最大 80 人生徒がいるなかで、進学先に選ぶ高校はバラバラ

で、50 校以上に分かれています。９年間の人間関係はもういいよという結果です。 

そのような背景もあるということも踏まえたうえで、柔軟に対応していただけると

非常にありがたいなと思います。 

 

（事務局） 

教員の配置については委員も御承知の通り国のルールに則って教員配置を行って

おり、横浜市独自で追加配置しているケースもあるとは思いますが、明確なお答えは

なかなか難しいのが正直なところでございます。 

ただ、日本全国を見てみると一部の自治体では統合を行おうにも一つの村に一つの

小中学校しかないという地域もある中で、文部科学省としては場合により、小規模校

として存続しなければいけない時には、小規模校の良さを引き出して学校運営をして

いきないさいという考えを示しています。 

前回の委員会でもお話ししましたが、小規模校になって統合を行った結果、通学区

域が広くなり周辺に学校がない空白地域ができてしまう場合には、その学校を統合せ

ず残していく必要があるのではないかということも、今後の議論の中で入れた方がい

いのではと考えています。 

いただいたご意見も含めてこれからもぜひ一緒にご議論いただければと思います。 

 

（倉斗委員） 

すみません、今の件で、私の発言のニュアンスが間違って伝わっているかもしれな

いと思いました。 

この文部科学省が『標準規模（適正規模）』という言い方をしていたと思いますと

いうのは、標準規模的には 12 クラスから 24 クラスでクラス替えが行える規模という

ことですが、今、木村委員が仰ったような事情や、他にも地方のような統合しても小
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規模にしかならないところもあるため、総合的に判断したものを適正と言うと、適正

という言葉をすごく便利に使うことができて、その地域にとっての適正が何なのか決

められるということだと私は理解しています。 

なので、横浜市にとっての適正が何なのか、しっかり議論しないといけないと思っ

ているということを、申し添えておきます。 

 

（事務局） 

今、倉斗委員が言ったように、横浜市にとっての適正が何なのかは、我々も悩まし

いところです。 

例えば、過去に２校を１校に統合した学校で、急速にまた小規模になっている学校

も実はございます。そうすると、無理に統合して適正規模を目指すのか、地域の中の

学校であるという考え方で残していくのか、重い課題になると思っております。 

今きちんとした解答を持っているわけではありませんが、この辺りもこれからの見

直しの中で意見交換させていただいて、ご議論いただければと思います。 

 

（北神委員長） 

ありがとうございました。その他、よろしいでしょうか。 

今回は新たに追加した項目を含めて７項目で今後検討していこうということで、特

に柱の４、５、６を中心に具体的な中身のご説明をいただきました。 

検証していく柱が７つあって、その柱の１番目が、いわゆる小規模校の対応という

ことなので、ここでこれから横浜市の将来見通しの中で、どのような形で学校が小規

模校化していくのかという課題があげられています。 

そしてその取扱いを具体的に取り計らうものとして、柱の５や６という適正な規模

をどうするのか、通学距離をどうするのか、という課題が出てくると思います。 

なので、特に柱１が常に考えていく土台になるのかと考えているところです。 

それでは、議題の２つ目についても、ほぼご意見等も出尽くしたようでございます

ので、本件については以上とさせていただきます。 

これにて本日の議事が全て終了いたしましたので、本日の委員会は以上になりま

す。お疲れ様でした。 
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